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目的：文化的人権の充足＝人々の生活（精神生活を含

む文化的）の質的向上・活性化

次世代社会への意識啓発（例：ダイバーシティ、エネ

ルギー／環境問題、高齢化社会、創造的な教育など）

対象：非営利活動を中心とする芸術文化活動の主体、

（有形／無形）文化財たる物や活動。固有のテーマは

存在するが日本国内ではあまり意識されていない

目的：産業の育成・発展、および競争環境の整

備、国際競争力の強化。

（例：「文化産業」「広告・メディア産業」

「高付加価値産業」「コンテンツ産業」「クリ

エイティブ産業」「観光業」など）

対象：産業や企業の行う産業活動や企業の取引

活動。経済政策

【共通点】

目的：国内外への文化情報発信による対外的認知向上がもたらすブランディングの強化

（副次的にソフト・パワーや国民アイデンティティ、プライドの強化）

手法：補助金等による支援・振興、補助金や税制優遇、および認定制度や顕彰等による公的信用の付与等

伝統工芸、工業デザイン・建築等の分野においては重なる点が多い。

弱点：多数派の支持を得にくいため、行政・官僚機構に政治からの自律性がなければ

戦略的・革新的な推進が困難。

【相違点】
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令和元年度『諸外国における文化政策等の比較調査研究事業報告書』デザイン版p.6
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「技師型」

中国・ベトナム・北朝鮮・

(以前の旧軍政時代の)韓国等

政府が文化を管理する

「ファシリテーター型」

米国

国立施設以外への政府支出は極小

「建築家型」

フランス・ドイツ(州)等

政府自身が文化専門機関となる

「パトロン型」

英国および英連邦諸国

助成中心の文化専門機関が間接的

に支援する
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* The Arm‘s Length Principle and the Arts: An International Perspective - Past, Present and Future

Chartrand, Harry Hillman and McCaughey, Claire 1989 による整理をベースに追記 20
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「技師型」

• 一党独裁国家（政府）で取られることが多い

• 政府の威信と政権の正統性の確保が重要な目的となるた

め、そこに害をなす可能性があるものは許可されない

• 癒着・既得権益構造ができやすく革新性に欠けるため不人

気になりがち。その分外国産コンテンツへの規制が厳しい

• 治外法権や外交上の地位を持つ外国機関の支援による、規

制を逃れた欧米型のアート（資金と場所）も存在し、それ

に依存するタイプの表現もある

「ファシリテーター型」

• 非営利法人税制による巨大資金を有するセクターの存在

• 国は国立施設には多額の資金を、それ以外には少額の資金

を専門家委託で助成する（民間資金に比べ割合は低い）

• 政府（特に連邦政府）への幅広い不信感もあり、社会問題

に対する民間主導ツールとしての芸術のイメージが強まる

• 冷戦時代は国家戦略としての自国文化の育成・発信に正当

性がありNEAの設立や国務省による米国現代アートの宣伝

に結びついたが、近年は公的資金の投入に対してはそれに

見合った社会的便益をもたらすことが強く期待されている

「建築家型」

• 政府の存在目的としての、文化による人民の統合・包摂

• 外来・商業文化への警戒感、放送局への様々な義務付け

（放映権のプリセールス購入、クォーター制等）

• 社会福祉的に政府が芸術活動を直接的に支援する（フラン

スの場合は文化省、ドイツは州政府）※専門家自治が前提

• 芸術家に対する社会保障が他の専門的職業と同様に充実、

フランスでは給付金付き職業訓練制度（講師の雇用も）、

ドイツ・オーストリアでは芸術家社会保険あり（生活保護

の上乗せ的な制度）

「パトロン型」

• 卓越した芸術を支援することを基本とする

• 学術機関への支援と同様に、資金を専門家に委託しその

自立に任せる（アームズ・レングス原則）

• 1970年代以降はエリート主義的であるとの批判が年々強

まり1980年代以降、（特に映画は）商業的成功を重視

• 1990年以降は地域経済再生などの社会環境整備のための

ツールの役割が強まる。英国の新しいイメージの創出に

一役買ったが、ロンドン・オリンピック以降は低迷。

• 主にプロフェッショナル人材育成分野で民間資金を導入
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文部科学省

文化庁

外務省

国際交流基金
The  Japan 

Foundation

日本芸術文化振興会

国立文化財機構
(国立博物館等)

国立美術館

総務省

地域創造

都道府県（47）

内閣府

厚生労働省（障害者芸術） 農林水産省（食文化・農山漁村文化）

経済産業省

国土交通省

環境省
（国立公園・エコツーリズム）

観光庁

政府観光局 JNTO

日本貿易振興機構 JETRO

クールジャパン機構

国立国会図書館

国立公文書館

教育委員会(47)

文化関連部局

外郭文化財団(50+)

国立科学博物館

日本学術振興会

日本学術会議

電源地域振興センター

防衛省 （特定防衛施設

周辺整備／周辺施設整備）

人間文化研究機構 ジャパン・ハウス(3) 
Japan House

(アーツカウンシル)

市区町村等（1700+）

教育委員会(1700+)

文化関連部局

外郭文化財団(300+)

(アーツカウンシル)

＜地方自治体＞法的には都道府県と市町村は同格＜国＞

法務省（人権擁護） 日本放送協会 NHK

芸術文化振興基金

87億(CJ分)

1067億

7306億
（うち24億がCJ関連）

伝統的工芸品産業振興協会 7億

コンテンツ創造/

海外放送 7億(CJ分)133億

36億

162億(CJ分)

250億(CJ分)

163億(CJ分)

170億

迎賓館 33億

地方創生 4070億

10億

2671億

131億

26億

5兆3062億

144億

7277億

259億

3兆1106億

1931億(H29社会教育費) 1兆838億(H29社会教育費)

64億

33億

128億

3550億

16兆6295億
（地方交付税16 兆 1809 億）

国立アイヌ民族博物館14億

3億

35億

643億の内数

国税庁（広報広聴） 592.5億の内数

85億

186億

112億

6兆8609億
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• 米国への対抗として産業政策的な自国産業保護・育成の観点が強い

• 積極的な国際マーケット出展支援

• 自国／地域文化保護を目的としたクオーター制（フランス、韓国ほか）

• 一定の興行成績に対して自動的に報奨する制度（フランス、ドイツ等）

• テレビ局や商業映画のエコシステムがインフラとしてある

• 放送局のクオーター制

• 放送局の売上の一定割合を欧州映画や自国映画に投資する義務や未制作の自国映画の上映

権の事前買付に当てる仕組みなど

• ヨーロッパは多くの国が民間放送局の歴史が浅く、放送の国家統制について違和感が少な

い

• 映画制作主体の各プロセスのみならず、フィルムコミッションへの援助や職業教育の実施

等も行われている。国・自治体が重複して支援することが少なくない（カナダも）

※米国ではFCCによるコンテンツ所有規制があったが廃止。非商業放送への助成あり。40
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芸術文化振
興基金

文化芸術振興
費補助金

国際共同製作映
画への支援

日本映画の海外映画祭
出品支援

事務局 日本芸術文化振興会 文化庁
※ユニジャパンの認定が必要

ユニジャパン

財源
芸術文化振興
基金の運用益

文化庁予算

支援上
限額と
割合

10万～
1/2以内
(感染症対策
別枠あり)

100万～2000

万円
1/5以内

5千万～1億円
1/5以内

15万～200万円
外国字幕制作費と海外
渡航費の1/2

対象
(映画関連
のみ抜粋)

国内映画祭等の
活動
・映画祭A
・映画祭B

・日本映画の上
映活動

映画製作
・劇映画
・記録映画
・アニメーション
※2か年度助成あり

国際共同映画製作へ
の支援
・劇映画
・アニメーション
・特別製作映画

・主要映画祭出品支援（A）
・三大映画祭長編コンペティ
ション出品支援（B）
・自主映画製作者支援（C）

上記のほか
・海外での日本映画上映等については国際交流基金の助成がある。
・文化庁予算でユニジャパンが海外マーケットへのブース出展支援を行っている。
・経産省予算で海外展開やコンテンツ開発を支援するJ-LOD事業が行われてる。
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映画助成協会 Filmförderungsanstalt

事務局 映画助成協会

財源
前年売上10万ユーロ以上の映画館（≒チケット）、貸
ビデオ（VOD含む）業者、放送事業者（公共放送・
民放）等から徴収した映画負担金（Filmabgabe）

支援上限額と割合

・無利子の貸付：10～100万ユーロが上限（映画プロジェク
ト助成の場合）
・デジタル化への助成
・その他受賞・商業的成功に対する報奨的な助成システム
（≒自動助成）が多数あり

対象

・映画製作者
・配給会社
・映画館
・脚本家（制作段階で2.5～3.5万ユーロ、映画化までに7.5～10万
ユーロ（いずれも上限））

※大作偏重主義、受賞・商業的成功への報奨金的な助成が多い点について業界内部から賛否両論がある。
なお財源を公費以外からも得ている例はドイツ以外でも多い：
韓国：映画振興委員会KOFIC、フランス：国立映画センターCNC

また制作支出の付加価値税の一部の還付や投資組合等を通じた投資減税、債務保証、テレビ局による
放映権の一定割合での購入義務付けのような施策もある（国により違いがある）
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HTTPS://NASAA-ARTS.ORG/NASAA_ADVOCACY/WHY-
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